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北陸新幹線の整備促進について 

 
 北陸新幹線は、高速交通体系の中軸として国土の均衡ある発展に不可欠なも
のであり、沿線地域の飛躍的な発展を図るうえで極めて大きな効果をもたらす
ものである。 

  また、東海道新幹線の代替補完機能を有するとともに、日本海国土軸の形成
に必要不可欠な国家プロジェクトであることから、東京・大阪間の全線を早期
に整備する必要がある。 

ついては、沿線住民の長年の悲願である北陸新幹線の全線整備が一日も早く
実現されるよう、次の事項について格段の配慮をされるよう要望する。 
 

１ 平成 26 年度末までの金沢までの開業が一日も早く実現するよう、長野から
白山総合車両基地までの整備を促進すること。また、既に認可申請されてい
る白山総合車両基地から敦賀間について、速やかに認可、着工すること。 

２ このため、平成 23 年度予算においても北陸新幹線事業費として十分な建設
財源を確保するとともに、さらなる新幹線整備を促進すべく、新幹線への公
共事業費の拡充・重点配分、貸付料等必要な財源を確保され、整備スキーム
を直ちに見直すこと。 

３ 大阪までの整備方針の明確化を図ること。 

４ 地方負担については、沿線の地方自治体に過度の負担が生じないよう、国
家プロジェクトにふさわしい十分な財政措置を講じるとともに、各県への停
車の配慮など負担に見合う受益の確保を図ること。 
特に、既着工区間の工事費の増額分については、沿線自治体への十分な説

明とともに、沿線自治体に新たな負担が極力生じないよう対処すること。 

５ 金沢開業時には長野～石川の４県にまたがる長大な区間が並行在来線とさ
れており、また新幹線貸付料にはその赤字解消分も含まれている。並行在来
線の存続のため、既に経営が分離されている第３セクターへの経営支援のあ
り方（維持経費の助成措置、線路使用実態に見合った貨物線路使用料の見直
しなど）も含め、これまでの枠組みの見直し・再検証を行い、JR からの協力・
支援のあり方や新しい財源措置も含め、新たな仕組みを早急に講ずること。 

６ 以上、新規着工区間の認可、並行在来線への支援、工事費増額分の対処等
の諸課題に対応するため、鉄道・運輸機構の特例業務勘定の利益剰余金を優
先的に充当することはもとより、公共事業費の拡充・重点配分、ＪＲからの
貸付料の活用など、幅広い観点から十分な財源を確保すること。 
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（平成 21 年 2 月完成済） 


